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5 おわりに
（以上，⑶号 完）
ｂ．黒澤清氏の収支簿記批判と複式簿記の発展過程
黒澤清［1934a］および［1934b］は，「伝票式収支簿記の形態論的考察」
として，収支簿記がどのような経緯を経て考案されたかを論じている。この
論文に書かれている内容の多くが『「中小企業の帳簿のつけ方」解説―中小
企業簿記指導者講習会速記録―』にも述べられていることに注目しなければ
ならない。すなわち，『中小企業簿記要領』の月末収支総括表は，收支簿記
を原型としたものであるということができるだろう。
㈶大蔵財務協会編『中小企業簿記要領による中小企業の帳簿のつけ方―各
業種別記帳例題による説明―』38頁に複式簿記の要件が示されている。その
中で複式簿記の欠くことのできない3つの要件が示されており，その3つの
要件とは下記のとおりである。
「複式簿記法においてはすべての取引を相対立する借方，貸方の二部から成り立つ勘定
の形式によって記録計算する。」
「このために取引を借方と貸方に分析する帳簿を設けて取引を発生順に仕訳記入する」
「各取引はこれを勘定に科目の種類別に分類して整理記録する帳簿―これを元帳という
―を設けて仕訳帳から元帳の適当な勘定科目の借方及び貸方に轉記する」（黒澤［1950
b］，109‐110頁）。
さらに，黒澤清［1934a］および［1934b］の「伝票式収支簿記の形態論
的考察」では，複式簿記の発達史が考察されている。この内容が『中小企業
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イタリア式簿記法の
帳簿組織
仕 譯 帳 元　帳 貸借対照表
開業財産目録 決算財産目録
ヴェニス式簿記法
の帳簿組織
財産目録
日 記 帳 仕 譯 帳 元　　帳
図表5 ヴェニス式簿記法の帳簿組織
（黒澤［1934a］，48頁より）
簿記要領』を知るうえで非常に重要な手がかりとなるものである。
複式簿記の原始形態として，ヴェニス簿記法があげられている。そのヴェ
ニス式簿記法（図表5）は，上述の3つの要件を備えていること（黒澤［1950
b］，112頁）を指摘している。
そして，「借方と貸方の方法によって帳簿に記録する方法を当時ヴェニス
式簿記法」（黒澤［1950b］，112頁）と呼び，「錯雑せる貨幣制度のために流
通せる多種多様の貨幣を換算記録することによって仕譯帳の準備記帳を掌れ
る日記帳は貨幣制度の統一と記帳方法の發達のために消滅し」（黒澤［1934
a］，49頁）（14），イタリア式簿記法（図表6）が成立した。
さらに個別項目（個別商品勘定）から総合項目（総合商品勘定）へ発展し，
簿記形態がイタリア式総合簿記法（図表7）となった。イタリア式総合簿記
法は，「主要勘定口座に對する補助記録（個別的記録，数量的記録）が要求
せられ，始めて補助簿が述現した」（黒澤［1934a］，50頁）。さらに企業規模
の拡大や取引によって，二分式簿記法と所謂獨逸式簿記法に変化していった。
「二分式簿記法は，仕訳帳から元帳への転記労務を節約或いは合理化せんと
するものであり，所謂獨逸式簿記法は原始簿記帳事務の分業を行わんとする
ものである」（黒澤（1934a），51頁）。二分式簿記法は，特徴として二分式仕
図表6 イタリア式簿記の帳簿組織
（黒澤［1934a］，49頁より）
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2
1 1.( 現 金) (資 本 金)
10，000 00
2 諸 口 (現 金) 1，130 00
2.( 什 器) 800. － 00
6.( 商 品) 200. －
9.( 營 業 費) 130. －
昭和 9 年 7 月 1 日
7 月 31 日
1 (現 金) (資本金 ) 1 (現 金)
現金を元入れ開業す 10，000 00 (資本金 )
¥ 10，000 －
2 (什 器) (現 金) 2 (什 器)
営業用什器購入 800 00 (現 金)
¥ 800 －
7 月 2 日
〃月 3 日
主要簿イタリア式総合簿記
法の帳簿組織
補助簿
仕　譯　帳
商品元帳
元　　帳
人名勘定元帳 現金出納帳
譯帳（図表8）にあり，元帳への転記が集合仕譯帳（図表9）と記帳票（図
表10）によって行われ，総合仕譯帳で行われる形態を二分式簿記法Ａ形態（図
表11）と記帳票によって行われる形態をＢ形態（図表12）とに分けられた。
所謂獨逸式簿記法は原始記録の合理化であり，「経営の大規模化につれて
特に増大せる取引即ち現金取引に對し，特に獨立の係として出納係を設けた
ことに基いて原始記録を現金取引に關するものとその他の取引に關するもの
図表9 集合仕譯帳
（黒澤［1934a］，53頁より一部抜粋）
図表8 二分式仕譯帳
（黒澤［1934a］，52頁より一部抜粋）
図表7 イタリア式総合簿記法の帳簿組織
（黒澤［1934a］，50頁より）
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7 月 1 日 1
傳票番號 1 (現 金) 10，000 00
(資本金) 10，000 00
7 月 31 日 2
傳票番號 2 (什 器) 800 00
(現 金) 800 00
A形態
二分式仕譯帳
補 助 簿
元　　帳集合仕譯帳
B 形態
二分式仕譯帳
補　助　簿
元　　帳記　帳　票
分離傳表
A’形態
現金仕譯帳
補　助　簿
元　　帳
図表10 記帳票
（黒澤［1934a］，55頁より一部抜粋）
図表11 二分式簿記Ａ形態
（黒澤［1934a］，55頁より）
図表12 二分式簿記Ｂ形態
（黒澤［1934a］，56頁より）
図表13 所謂獨逸式簿記法Ａ’形態
（黒澤［1934a］，56頁より）
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B’形態
現金仕譯帳
振替仕譯帳
元　　帳
補　助　簿
図表14 所謂獨逸式簿記法Ｂ’形態
（黒澤［1934a］，56頁より）
C 形態
分離傳票二分式仕譯帳
特殊元帳
集合仕譯元帳
図表15 二分式簿記Ｃ形態
（黒澤［1934a］，57頁より）
傳票簿記
仕譯傳票
特殊元帳
元　　帳
図表16 傳票簿記
（黒澤［1934a］，58頁より）
に區分する必要から來てゐる」（黒澤［1934a］，56頁）ため，所謂獨逸式簿
記法Ａ’形態（図表13）と所謂獨逸式簿記法Ｂ’形態（図表14）になった。
現金仕譯帳は，現金欄のある仕譯帳で現金取引を現金欄に記入しそれ以外の
取引を振替勘定欄に記入するＡ’形態，そして，現金取引と振替取引を別々
の帳簿に記載するＢ’形態とに分けられる（黒澤［1934a］，57頁）。
二分式簿記法Ｂ形態から二分式簿記法Ｃ形態（図表15）と傳票簿記（図表
16）が生まれた。二分式簿記法Ｃ形態は，分離伝票元帳へ転記するものであ
る。伝票簿記は伝票から元帳へ転記するものである。
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フランス式
簿記法の
帳簿組織
元　　帳一般仕譯帳
現金出納帳
仕　入　帳
賣　上　帳
倉　庫　帳
支拂手形帳
受取手形帳
獨逸式総合
簿記法の
帳簿組織
現金仕譯帳
一般仕譯帳
元　　帳
商品元帳
綜合仕譯帳
???
???
人名勘定元帳
図表17 獨逸式総合簿記法の帳簿組織
（黒澤［1934b］，17頁より）
また，二分式簿記法Ａ形態と所謂獨逸式簿記法Ｂ’形態を融合して獨逸式
総合簿記法（図表17）が誕生した。
さらにフランス式簿記法（図表18）に移行するときに獨逸フランス式簿記法
（図表19）が形成されていた。フランス式簿記法の「一般仕譯帳は，獨逸式
綜合簿記法の綜合仕訳帳と同一機能を有するものであるが，注意すべき點は，
原始簿のなかから獨逸式簿記法に所謂一般仕譯帳が消失してゐることである。
即ちフランス式簿記の一般仕譯帳は轉記仲介簿であると共に原始簿の全體を
統制するところの帳簿である」（黒澤［1934b］，18‐19頁）。
そして，フランス式簿記法から補助簿が原始簿として主要簿となったのが
図表18 フランス式簿記法の帳簿組織
（黒澤［1934b］，18頁より）
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獨逸フラ
ンス式簿
記法の
帳簿組織
現金仕譯帳
一般仕譯帳
人名勘定元帳???
手形記入帳
仕　入　帳
売　上　帳
???
綜合仕譯帳 元　　帳
英國式
簿記法の
帳簿組織
現金出納帳
仕　入　帳
賣　上　帳
総勘定元帳
特殊元帳
支拂手形帳
受取手形帳
アメリカ式
簿記法の
帳簿組織
表式仕譯元帳
現金出納帳
決算元帳主要簿
補助簿 其他
図表19 獨逸フランス式簿記法の帳簿組織
（黒澤［1934b］，18頁より）
図表20 英国式簿記法の帳簿組織
（黒澤［1934b］，20頁より）
図表21 アメリカ式簿記法の帳簿組織
（黒澤［1934b］，21頁より）
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新アメリカ式簿記法の
帳簿組織
表式仕譯元帳
補助仕譯帳
図表22 新アメリカ式簿記法の帳簿組織
（黒澤［1934b］，22頁より）
英国式簿記法（図表20）である。英国式簿記法は，綜合仕訳帳がなくなり，
原始簿である帳簿が多桁式となって総勘定元帳には合計轉記が行われ，個別
轉記は特殊元帳に行われている（黒澤［1934b］，20頁）。ところで，二分式
簿記法からの発展形態として，アメリカ式簿記法がある。アメリカ式簿記法
（図表21）は，仕譯帳と元帳とを同時に結合したもので，二分式仕譯帳と傳
票がなくなっている。また，新アメリカ式簿記法（図表22）は，イタリア式
簿記の元帳がなくなり，勘定欄を増やし，表式仕譯元帳で決算まで行うもの
である。
次に転記方法について，二つのことが述べられている。
⒜獨逸式綜合法
⒝オーストリア式総合法。
⒜獨逸式綜合法は，借方と貸方のいずれかを基準にして，基準にした方が
合計転記して，他方が個別転記をする方法である。また，⒝オーストリア式
総合法（北獨逸式）は，借方と貸方を区分し，借方側を借方に貸方側を貸方
に同じ側に転記するものである。「総合轉記は，借貸ともに完全に行われる」
（黒澤［1934b］，29頁）。
以上，「伝票式収支簿記の形態論的考察」を見てきたが，簿記の発達形態
を見ることで『銀行簿記精法』は，「傳票式簿記法，所謂獨逸式簿記法，北
獨逸式綜合簿記法の混合型に外ならぬもの」（黒澤［1934b］，29頁）と述べ
ている。これらの内容は，『中小企業簿記要領』の月末收支総括表方式の説
明でも同様のことを述べている。よって，月末收支総括表方式は，太田氏に
よって考案されたものであるが，もとになったのが，やはり，収支簿記とい
う下野氏の研究が背景にあったといえるだろう。
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ｃ．太田哲三氏による『中小企業簿記要領』の萌芽的研究
太田［1933］は「複式簿記の再吟味」『会計』第33巻第2号において収支
計算書が述べられている。この収支計算書が月末収支総括表の萌芽であると
考えられ，この研究論文が『中小企業簿記要領』の原点であろう。
この論文については「複式簿記は計算を吟味する計算形式なりとするとき
に其範圍は擴大し，却って其意義は明かとなる」（太田［1933］，4頁）と述
べている。そして，下野氏が官庁会計に複式簿記を適用するための意見を発
表したことが例として挙げられている。その内容について，突合法が完備さ
れていること（太田［1933］，5頁）を述べている。そして，「幼稚な金銭会
計を想像する。一商人が毎日の収支を例へば出納帳に記録して，同一項目を
拾ひ集め，一期間例へば一ヶ月間の収支の計算書を作ったとする。収支の差
額は現金の現在高であって，それは金庫か銭箱か財布の中の有高と一致しな
ければならない。かやうな實際と帳簿との突合せこそ會計の第一歩で」（太
田［1933］，6頁）あり，「帳簿と實際の在高との突合せはこの場合同時に収
支の原因と結果との照合となる」（太田［1933］，6頁）としている。さらに
太田氏は，複記式の萌芽（太田［1933］，8頁）として下記のとおり述べ，
月末収支総括表の考案に至ったと考えられる。
「商店が郵便貯金なり銀行預金なりを持って居るときには，収支は現金以外に預金の収
支をも記録しなければならない。然らば收支計算書，所謂損益計算書の結果は，更にこ
れを現金の在高と，預金の在高との合計と突合せることになる。更に進んで債権債務を
有すれば，これをも記録することになる。かくて單純に金錢会計であれば，一の收支計
算書が現金なる財産の現在高と同時に，其の原因をも示すことが出來るが，現金，預金，
債権，債務と云う如く複雑な内容を持てば，これをも一表に集めなければならない。此
處で一つの記録では足りないので，一方に原因の勘定と他方に收支するもの自體の勘定
との二系統が成立する。」（太田［1933］，8頁）。
この考え方は，まさに総括表方式であろう。さらに太田氏は，「かくて純
粋な金錢会計に於ける金錢の増減と，原因との對照は，複數なる現金系統の
諸勘定と其の原因との對照によって複式簿記が説明される」（太田
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［1933］，9頁）と述べている。まさに，太田氏は，商店會計を擴張した金
錢会計（太田［1933］，9頁）と述べ，「金錢会計の財産會計への擴張に外な
らない」（太田［1933］，9頁）と述べている。太田氏の金錢会計の考え方は
下野氏の計算学における財産は金銭である（下野［1922］414頁）に通じる
ところがある。
次に太田［1935］は「簡易商店簿記試案」において，この試案を作るにあ
たって，次の4つの事項をあげている。
「⑴ 記帳の手数を極端に減少せしめること。小売店簿記の第1の条件は手数を要しな
いことである。
⑵ 手数省略の方法として転記，殊に総勘定元帳を全く廃することが希望される。
収支簿記は理解に容易であるが元帳への転記が煩雑であることや残高試算表を以て元
帳代理とする表式またはボストン元帳が簡易でないことを指摘している。また，多種
類の伝票を用いることは小売商店では混雑を招きやすいことも述べている。
⑶ 複式簿記法の借方貸方の用語は誤解を生じ易く，且つその本質を解するに困難であ
るから出来得る限りこれを廃する。但し，計算の突合せ吟味は会計帳簿として絶対に
必要である。誤謬脱漏を防ぐためには，複式簿記の精神を取り入れる。ただ，複記せ
ずして複式簿記となる工夫をするべきであると述べている。
⑷ 経営の参考資料たる数字は容易に蒐集されなければならない。
元来簿記会計には二つの事務がある。一つは日常の取引記録であり，二つめは記録の
整理である。複式簿記の典型である伊太利式の元帳記入は整理に関するものである。
本試案も整理についてであって小売店主要簿の改良である」（太田［1935］，2‐3頁）。
これらは，『中小企業簿記要領』の序章の随所に説明されている。また，
太田［1935］は小売商店について現金，仕入，売上が中心であるため，3つ
の取引を中心に解説している。
現金収支日計表（図表23）は，現金収支の多い商店に用いるとしている。
そして，この現金収支日計表を用いたときは現金収支集計表（図表24）を月
ごとの合計を記入すると便利である（太田［1935］，14頁）と述べている。
そして，太田氏は，月末収支総括表について次のとおり述べている。月末収
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現 金 収 支 日 計 表
年 月 日
收 入 支 出 備考
科目 金額 科目 金額
賣上
賣掛
何々
何々
合計
繰越
經費
買掛
何々
何々
合計
現在
天候 温度
日誌
何月分 現 金 收 支 集 計 表 （ 収 入 ）
日付 売上 売掛 何々
雜口
科目 金額
1
2
（支出ノ側モコレニ準ズ）
支総括表は，「複式簿記の精神が取り入れられ營業の財政及び損益に関する
総ての科目の増減が一表に集中され突合照査される」（太田［1935］，16頁）。
「左を「支出」右を「収入」としたのは内容の大部分が收支の相手方，即ち
収支の原因結果であるからである」（太田［1935］，16頁）。下段の現金収入
計と現金支出計は，貸借一致させる手段である。収入・支出の最初に損益に
属する科目を初めに記入して小計を出すことで，これを比較して大体その月
間の利益（太田［1935］，16頁）を把握することができる。太田氏は，総括
表が獨逸の綜合仕訳帳制度と同じであり，分割元帳を用いる英国の記帳法も
仕入，売上についても総合仕訳が行われていること（太田［1935］，18頁）
を指摘している。そして，太田氏は，月末収支総括表を12枚まとめて決算表
図表23 現金収支日計表
（太田［1935］，15頁より）
図表24 現金収支集計表
（太田［1935］，15頁より）
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Dr 商 品 Cr
100
Dr 買掛金 Cr
100
Dr 当 店 Cr
買掛金 100 商品 100
を作成して，貸借對照表と損益計算書が作成される（太田［1935］，18‐21頁）
としている。以上，太田氏の論文を概略したが，これは，『中小企業簿記要
領』にも述べられていることであり，太田氏の論文を元に作成されたもので
あった。
ｄ．下野氏の収支簿記における会計思考から月末収支総括表への展開
――収支簿記の会計構造と月末収支総括表の相違点――
まず，前述した下野氏の研究報告されている収支簿記が若干異なっている。
初めに書かれた下野［1921］「收支簿記法を論ず」の収支簿記は，下野［1895］
『簿記精理』における当店勘定という概念で展開され，主観的貸借または客
観的貸借でなく，主客双観的貸借を提案していた（下野［1921］，403頁）。
この提案による流れを見てみると下記のとおりである。
商品100円を購入して，代金を掛としたという例をあげる。
（借方）商品100 （貸方）買掛金100
当店勘定を経由した場合の仕訳は，下記のとおりとなる。
（借方）商品100 （貸方）当 店100
（借方）当店100 （貸方）買掛金100
この仕訳が元帳に転記されると下記のとおりとなる（図表25）。
図表25 当店勘定を経由した場合の元帳への記入例
中小企業の会計構造と記述理論⑵
―223―
収入 金銭出納帳 支出
物品(売却)a/c 物品(買入)a/c
貸金(取立)a/c 貸金a/c
借金a/c 借金(返却)a/c
資本金(投入)a/c 資本金(拂戻)a/c
利益(収入)a/c 投費(支出)a/c
欠損(補填)a/c 利益(分配)a/c
収入總高 支出總高
繰越残高 現 金 残 高
収入 物品勘定 支出
売却 買入
残高
繰越殘高
収入 現金勘定 支出
支出總額 収入總額
残高
繰越殘高
収入 貸金勘定 支出
取立 貸出
残高
繰越殘高
金銭出納日記帳（当店ａ／ｃ）が当店自身のもので，この当店勘定を相殺
したものが貸借対照表であると論じていた（下野［1921］，403‐405頁）。こ
こでも主客双観貸借が論じられている。しかし，下野［1927a］「日本式收
図表26「日本式收支簿記法」の金銭出納帳
（下野［1927a］，41頁より）
図表27 総勘定元帳の勘定構造と金銭出納帳（繰越残高）
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収入 借金勘定 支出
借入 返済
残高
繰越殘高
収入 資本勘定 支出
投入 拂戻
残高
繰越殘高
収入 利益勘定 支出
収入 損益 a/c
収入 損費勘定 支出
損益 a/c 支出
収入 損益勘定 支出
諸利益 諸損費
残高
繰越殘高
金銭出納帳
収入 繰越殘高 (貸借対照表 ) 支出
借金 物品
資本金 現金
正味利益金 貸金
支簿記法」の収支簿記は，左側を収入とし，右側を支出として展開している。
そこで下野［1927a］の41頁から47頁までの概要を元に私見を述べることに
（下野［1927a］，46頁より）
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する。
金銭出納帳（図表26）の左側には収入之部として入金取引を記入し，右側
には支出之部として出金取引を記入する。振替取引は，入金取引と出金取引
に分解して，収入之部と支出之部の両方に記入することで収支残高に影響し
ないようにしている。ここで注目すべき点は，すべて取引を2重分類複式に
よる認識・測定がなされているということである。入金取引は，金銭出納帳
の左側の収入欄に記入するとともに相手科目を記入している。逆に出金取引
は，金銭出納帳の右側の支出欄も記入するとともに相手科目を記入している。
振替取引も同様に取引を2重分類複式による認識・測定がなされているとい
うことである。
総勘定元帳（図表27）の転記の方法は，金銭出納帳の収入欄（左側）から
元帳の収入欄（左側）へ，金銭出納帳の支出欄（右側）から元帳の支出欄（右
側）へ転記し，現金勘定のみ，金銭出納帳の収入合計を支出欄（右側），支
出合計を収入欄（左側）へ貸借逆に転記している。ここで特筆すべき点は，
貸借平均の原理によって，合計金額が一致していることである。
下野氏は，現金の流入・流出という現金収支を中心に論じられている。現
金以外の項目も下野氏は，現金と交換される流れの向きを重視して記帳され
ている。よって，現金を除くすべての項目は，左右逆記入がなされている。
これは，交換取引を現金の根底においている。すなわち，会計構造の論理的
スタートは，現金出納帳という収支の記帳を源流としており，現金出納帳が
当店の帳簿であり，主観的貸借として位置づけていたのであった。借方と貸
方という概念がもともと客観的貸借として位置付けられているが下野氏が借
方と貸方という概念を理解していたため，収入と支出という異なる名称にし
て主観的貸借になるよう考案したと思考される。
収支簿記について「大原氏は借方貸方の解釋上，これを店の立場から主觀
的貸借又は主観的簿記法なるものを唱へ，さらに進んで借方貸方の用語を廃
して支拂収入の用語をこれに代へ，収支簿記となしたのである」（黒沢
［1934］，30頁）と述べられている。下野氏の収支簿記は，主客双観的な理
論展開を用いて，展開された。さらに，日本式収支簿記法は金銭出納帳が当
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店の収支であるがため，主観的な理論として展開するに至った。したがって，
左側に収入，右側に支出という収支簿記が展開されていった。しかし，太田
氏の収支計算書や月末収支総括表の左側に支出，右側に収入としたのは，「左
を「支出」右を「収入」としたのは内容の大部分が收支の相手方，即ち収支
の原因結果であるからである」（太田［1935］，16頁）と述べ，客観的貸借に
基づいている。よって，収支簿記との貸借逆の理論は，まさに客観的理論を
展開したものにすぎなかった。さらに収支簿記は，黒沢氏が「幼稚な簿記法」
（黒沢［1934b］，32頁）と断じていたが，入金取引，出金取引および振替
取引というすべての取引を金銭出納帳にまとめて記録させたものであり，こ
の金銭出納帳が仕訳帳と同等の意味をなしていたのである。違いは，主観的
か客観的かということであった。
では，この会計思考によって，どのような過程で『中小企業簿記要領』が
考案されたか考察する必要がある。収支簿記は，前述のように金銭出納帳な
る日記帳から元帳へ転記したものである。『中小企業簿記要領』は，日計表
方式と月末収支総括表方式を示している。日計表方式は，取引を日計表と各
帳簿に記録して，精算表で決算手続きがなされる。それに対して，月末収支
総括表方式が取引を各帳簿に記録し，月末に月末収支総括表を作成し，12枚
まとめて，決算手続きが行われている。いわゆる帳簿から作成されていると
いう点では，収支簿記と『中小企業簿記要領』は，一致する。さらに，元帳
のかわりに帳簿が元帳と同じ機能を果たしていることからも同じ原理である
と思われる。よって，『中小企業簿記要領』の特徴を簿記運動で使用された
著書を基に考察することとする。
注
⒁ 木村［1934］は，「原始記入簿としての日記帳と仕譯帳との使用に對して不便である
ことを唱へて，単一の原始記入簿を用ふべしとしたは，漸く1796年ジョーンズ（Edward
jones）の「英國式簿記」（English Book-keeping）であって，それまでは日記帳，仕譯
帳，元帳の3帳簿制は複式簿記の本質を構成するものとさへ考へられ二百數十年の間そ
のまヽ保存せられてゐたのである」（木村［1934］，64頁）として，それまでは日記帳が
あったと考えられていた。
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